
小牧市雨水貯留施設等設置補助金交付要綱 

平成 15 年 4 月 1 日 

1 5 小 河 第 3 4 号  

（趣旨） 

第１条 この要綱は、降雨時における雨水流出抑制を図ることにより河川の洪

水を防止するとともに、雨水の有効利用及び地下水の涵養を図るため、雨水

貯留施設等を設置する者に対し、予算の範囲内において小牧市が交付する雨

水貯留施設等設置費補助金（以下「補助金」という。）に関し市費補助金等の

予算執行に関する規則（昭和３４年小牧市規則第３号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか必要な事項を定めるものとする｡   

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に揚げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる｡ 

(1) 浄化槽 浄化槽法（昭和５８年法律第４３号）第２条第１号に規定する

浄化槽及びし尿を処理する浄化槽をいう｡ 

(2) 浄化槽転用貯留槽 公共下水道接続時又は改築時若しくは増築時に不用

となる浄化槽を転用して、敷地内に降った雨水を貯留する槽をいう｡ 

(3) 雨水貯留槽 敷地内に降った雨水を貯留する貯留容量が１００リットル

以上の新設の貯留槽で、別表第１に定める基準を満たしているものをいう｡ 

(4) 雨水貯留施設等 雨水貯留施設及び雨水浸透施設をいう。 

(5) 雨水貯留施設 浄化槽転用貯留槽及び雨水貯留槽並びにこれらに関連す

る給排水設備からなる施設で、市長が別に定める小牧市雨水貯留施設等設

置基準（以下「設置基準」という。）に適合するものをいう。 

(6) 雨水浸透施設 敷地内に降った雨水を浸透桝、浸透トレンチ及び透水性

舗装により地下に浸透させる施設で、設置基準に適合するものをいう。 

(7) 浸透桝 浸透孔を有する桝の側面及び底面から集水した雨水を地中へ浸

透させる施設で別表第１に定める基準を満たしているものをいう｡ 

(8) 透水性舗装 雨水が舗装の中を通り抜けて、地中に浸透する特殊な舗装

で別表第１に定める基準を満たしているものをいう｡ 

(9) 浸透トレンチ 掘削した溝に砕石を充填し、この中に浸透桝に連結され

た透水管を設置することにより集水した雨水を導き、砕石の側面及び底面

から地中へ浸透させる施設で別表第１に定める基準を満たしているものを

いう｡  

(10) 改造工事 浄化槽転用貯留槽による雨水貯留施設を設置するために行う

浄化槽内部の不要部品の撤去及び仕切り板の穴あけ工事、雨水集水配管及び

雨水管の取付け工事並びにポンプの設置に係る工事をいう。また、雨水浸透



施設を設置するために行う土工、既設舗装、既設桝、既設側溝、既設排水管

の撤去及び排水管設置に係る工事も同様とする｡ 

(11) 新設工事 雨水貯留槽による雨水貯留施設等を新たに設置する工事をい

う｡ 

(12) 工事 改造工事及び新設工事をいう｡ 

(13) 申請者 補助金の交付を受けようとする者をいう。 

(14) １区画 土地が工作物により仕切られた１つの敷地をいう。 

(15) 敷地 建築物等の占める土地をいう。 

（補助対象施設） 

第３条 補助金の交付対象となる雨水貯留施設等は、雨水排水専用として小牧

市内（設置基準で規定する雨水浸透施設の設置が不適当な地域等を除く。）の

宅地等に設置するもの（設置基準で規定する施設以外の施設で、既に設置さ

れているものを雨水貯留施設等に作り変えるもの及び雨水貯留施設の給水設

備において貯留した雨水を水洗便所の流し水に利用するものを含む。）で、工

事に要する費用を申請者自らが負担するものとする。ただし、浸透桝は１区

画の敷地に１０基を、浸透トレンチは１区画の敷地に５０ｍを、透水性舗装

は１区画の敷地の当該地露天部分に５００㎡を限度とする。  

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する雨水貯留施設等

については、補助金の交付の対象としない｡ 

 (1) 国、他の地方公共団体、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３

号）第２条第１項に規定する独立行政法人、国立大学法人法（平成１５年法

律第１１２号）第２条第１項に規定する国立大学法人若しくは同条第３項に

規定する大学共同利用機関法人、日本郵政株式会社、日本郵便株式会社、株

式会社ゆうちょ銀行、株式会社かんぽ生命保険、高速道路株式会社法（平成

１６年法律第８９号）第１条に規定する会社、株式会社日本政策金融公庫又

は沖縄振興開発金融公庫が設置するもの 

(2) 既に補助金を受けたことがある雨水貯留施設等を作り変えようとするも

の 

(3) 移転補償等機能回復により設置するもの 

(4) 特定都市河川浸水被害対策法（平成１５年法律第７７号）第９条又は第

１６条に規定する行為のため設置するもの 

(5) 売買等を目的とした土地又は建築物に設置するもの 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が補助金の交付を不適当と認めたもの 

 （補助対象者） 

第３条の２ 補助金の交付対象となる者は、次の各号のいずれにも該当する者

とする。 



 (1) 市税を完納している者 

 (2) 雨水貯留施設等を設置する土地の所有者、当該土地にある家屋の所有者

若しくは居住者又は当該土地で事業を営んでいる者 

（補助金の額） 

第４条 市は、予算の範囲内において、別表第２に定める１施設（透水性舗装

を除く。）につき工事費の４分の３に相当する額を補助金として交付する｡ 

２ 前項の補助金の額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額

を補助金とし、その上限の額は、別表第３のとおりとする｡ 

３ 透水性舗装に対する補助金の額は、１平方メートルにつき５００円とする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 申請者は、あらかじめ雨水貯留施設等設置補助金交付申請書（様式第

１。以下「補助金交付申請書」という。）に次に揚げる書類を添付して市長に

提出しなければならない｡ 

(1) 工事場所の案内図 

(2) 工事の図面（配置平面図、断面図、構造図及び雨水浸透施設の場合は、

排水計画図） 

(3) 工事見積書の写し 

(4) 雨水貯留施設等設置前の現場状況写真（状況が把握できるもの） 

(5) 誓約書（様式第２） 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類（使用ポンプ、雨

水貯留槽等の説明図、浸透施設の製品カタログ等） 

（補助金の交付決定及び通知） 

第６条 市長は、前条の補助金交付申請書の提出があったときは、速やかにそ

の内容を審査して補助金の交付の可否を決定する｡ 

２ 前項の規定により、補助金を交付すると決定した者に対しては雨水貯留施

設設置等補助金交付決定通知書（様式第３）により、補助金を交付しないと

決定した者に対しては雨水貯留施設等設置補助金不交付決定通知書（様式第

４）により、それぞれ当該申請者に通知するものとする｡ 

３ 市長は、補助金の交付の決定に際し、必要な条件を付することができる｡ 

（変更承認申請書等） 

第７条 前条第２項の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事

業者」という。）が、補助金申請内容を変更する場合又は補助事業を中止し、

若しくは廃止しようとする場合は、雨水貯留施設等設置変更承認申請書（様

式第５）を市長に提出しなければならない｡ 

２ 市長は、前項の規定による変更承認申請書の提出があったときは、変更内

容を審査検討し、前条の規定による交付決定の内容及びこれに付した条件に



著しく異なる変更があると認めるときは、同条の規定による決定を変更する

ことができる｡ 

３ 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の

遂行が困難となった場合は、事業完了予定日の前日までに市長に報告してそ

の指示を受けなければならない｡ 

（完了報告） 

第８条 補助事業者は、補助金に係る事業完了後３０日以内又は当該年度の３

月３１日までのいずれか早い日までに、雨水貯留施設等設置工事完了報告書

（様式第６）に次の書類を添付して市長に提出しなければならない｡ 

(1) 工事完了配置平面図 

(2) 工事着手から完了までの写真 

(3) 施工業者からの請求書及び領収書の写し 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助金の交付） 

第９条 市長は、規則第１３条の規定による補助金の交付額の確定後、雨水貯

留施設等設置補助金交付請求書（様式第７）による補助事業者からの請求に

基づき、補助金を交付する｡ 

（変更決定通知） 

第１０条 市長は、第７条第２項及び前条の規定により、当該補助金の交付内

容の変更をした場合は、雨水貯留施設等設置補助金変更決定通知書（様式第

８）により当該補助事業者に通知する｡ 

（現地調査） 

第１１条 市長は、補助事業を適正に執行するため、必要に応じて工事の施工

状況等を現地において調査することができる｡ 

（維持管理等） 

第１２条 補助事業者は、当該工事完了後、雨水貯留施設等を適正に維持管理

し、効用発揮に努めるものとし、当該工事完了後、雨水貯留施設等自体の変

形、破損及び浮き上がり、目づまり等が生じた場合並びに雨水貯留施設等の

異常から第三者に事故、問題等が生じた場合において小牧市は、その責任を

負わないものとする｡ 

（雑則） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項につ

いては、市長が別に定める｡ 

   附 則 

この要綱は、平成１５年４月１日から施行する｡ 

   附 則 



この要綱は、平成１８年１月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和元年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年１月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 



別表第１（第２条関係） 雨水貯留槽 

 下記図と同等品以上とする｡ 

 

（１）地上型 

光を通さない素材

基礎や台座と固定
でき､風で飛ばない
もの

フィルター・ネット

蓋

オーバーフロー
対策(管）

蛇口

 

 

（２）地下型 

ポンプ

フィルター・ネット

蓋

オーバーフロー
対策(管）

 

 

 



雨水浸透施設 

透水性舗装 

使用形態（駐車場） 使用形態（歩道系）

5
0
以
上

5
0以
上

5
0
以
上

4
0
以
上

1
0
0以
上

20
0
以
上

再生砕石RC40又は砕石C‐40

透水性ｱｽﾌｧﾙﾄｺﾝｸﾘｰﾄ

砂

再生砕石RC40又は砕石
C‐40

透水性ｱｽﾌｧﾙﾄｺﾝｸﾘｰﾄ

砂

 

 

浸透桝 

内寸300以上

桝外寸＋200以上

設
計
水
深

1
0
0
以
上

1
0
0

単粒度砕石4号

透水シート

管口フィルター

砂

透水シート

浸透ます

 

 



浸透トレンチ 

管外寸200以上
1
0
0

設
計
水
深

単粒度砕石4号

透水管φ100以上

砂

透水シート

1
5
0
以
上

1
0
0
以
上

1
0
0
以
上

 



別表第２（第４条関係）１施設 

 

 （１）浄化槽転用貯留層 

ポンプ

フィルター・ネット

雨樋からの配管

集水管

電源

水栓

給水管

放流管

仕切り版に穴

仕切り版に穴

接続管

 

 

（２）雨水貯留槽（地上型） 

フィルター・ネット

集水管

蛇口

雨
水
貯
留
槽

基礎
オーバーフロー対策(管)

 

 

 

 

 



（３）雨水貯留槽（地下型） 

ポンプ

フィルター・ネット

オーバーフロー対策(管）

電源
水栓

基礎

雨水貯留槽

雨水ます

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第３（第４条関係） 

 
浄化槽転用貯留槽改造工事費の補助限度額 

（１施設当たり） 

人  槽  区  分 補  助  限  度  額 

５人～から１０人槽まで １５０,０００円 

１１人槽～ １人槽増えるごとに１,０００円ずつ増

額とし、３００,０００円とする｡ 
 
 
雨水貯留槽（雨水タンク）新設工事費の補助限度額 

（１施設当たり） 

貯  留  容  量 補 助 限 度 額 

１００リットル以上２００リットルまで ３６，０００円 

２００リットルを越え５００リットルまで ８０，０００円 

５００リットルを越え１，０００リットルまで １６０，０００円 

１，０００リットルを越えるもの ２４０，０００円 

 

雨水浸透施設新設工事費の補助限度額 

雨水浸透施設 補助限度額 摘    要 

浸透桝 

(1 区画当り) 
１５０，０００円 

１区画の敷地内１基当り１５，０００円で

１０基を限度とする 

透水性舗装 

(1 区画当り) 
２５０，０００円 

１区画の敷地内 1 ㎡当り５００円で５００

㎡を限度とする。 

浸透トレンチ 

(1 区画当り) 
１７５，０００円 

１区画の敷地内１ｍ当り ３，５００円で

５０ｍを限度とする。 

 

 


